
研修講座の開催数　小学校児童用の副読本を発刊します。 動

・市内の小学校へ理科教育の訪問研修を行います。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 9 9 9指標値
1

実　績 6 7 －－－成　果（効果･予測）

実験・体験を中心とした研修講座の開催により、教職員 名称 調査研究部会開催数 単位 回
の理科実験の技能や基礎知識の習得が図られます。 活

内容説明 理科・環境教育についての調査研究部会の開催数小学校への訪問研修を行うことにより、教員の理科教育 動

における指導力の向上を図ることができます。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

また科学教室の開催を通して児童生徒・保護者の科学技 標 予　定 12 12 12指標値
術への興味関心を広げることができます。 2

実　績 12 7 －－－

名称 子ども科学教室及び科学イベント開催数 単位 回
活

内容説明 子ども科学教室及び科学イベントの開催数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

「子ども科学教室及び科学イベント」事業では、参加者 標 予　定 7 7 9指標値
は一定人数が保たれています。中学生の参加の割合が低 3

実　績 7 7 －－－いため、今後は中学生や小学校高学年の児童の参加がさ

らに増えるよう、内容の精査を行う必要があります。 名称 副読本発刊部数 単位 部
活

内容説明 小学校理科副読本の発刊数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2,300 2,200 2,200指標値
4

実　績 2,200 2,200 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

教員の理科教育の指導力向上を目指すため、訪問研修の充実を図るとともに、市内小学校教員へ配布するた

めの小学校３年生理科ハンドブックの作成準備を進めます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9598

一般会計

事務事業名 理科・環境教育に関する調査研究・研修事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 教育研究所 教育研究担当 竹中　崇

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが個性・能力にあった教育を受けている

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第３０条）

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和60年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校教職員（市内在住小中学生へも公開） 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 1,261 1,208 1,854

人件費 5,952 5,895 4,421

目　的 総事業費 7,213 7,103 6,275

理科・環境教育に関する知識・技能習得の場を提供し、 30年度事業費（予算額）財源内訳
教職員の指導力向上を図ります。また、児童生徒の科学 国支出金 0

技術への関心を高めます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・理科・環境教育有識者及び授業実践者を招き、実験・ その他 400

　体験を中心とした研修講座の開催や調査研究を行いま 一般財源 1,454

　す。 合　計 1,854

・児童生徒を対象に、身近な物を使った子ども科学教室 ３.活動内容
　やおもしろ科学館等を開催します。 名称 研修講座開催回数 単位 回
・市内の調査等に基づき理科・環境の学習教材として、 活

内容説明 教職員の資質・能力向上のための



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
教育行政は、教育の目的を遂行するために必要な環境を整備する責務があるためです

。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 科学イベントを開催し、子どもたちの科学技術への関心を高めることができましたが

、科学イベントに参加しない児童生徒にも質の高い理科・環境教育を提供できるよう
Ｂ Ｂ Ｂ

調査研究を進め、教職員の指導力向上を目指し、環境を整えていきます。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
運営のために経費を抑制しつつ、日々変化する社会に適した理科・環境教育について

、学校支援を維持するための必要最小限のものです。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
理科・環境教育に関する知識、技術習得及び学習意欲向上の場を提供するため、負担

を生じさせないよう配慮しています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やラジオ放送等で、積極的に市民に情報提供しました。

Ａ Ａ Ａ



54 3,517指標値
1

実　績 3,454 3,482 －－－成　果（効果･予測）

・タブレットの整備により情報教育を実施する環境が整 名称 校務用コンピュータ台数 単位 台
　い、児童生徒がコンピュータを利用する機会が増える 活

内容説明 市内教職員が使用する校務用コンピュータ台数　とともに、教育の情報化の推進につながります。 動

・教職員１人１台環境が整い、校務の効率化が進みまし 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　た。 標 予　定 1,095 1,095 1,130指標値
2

実　績 1,095 1,095 －－－

名称 教育用コンピュータ台数 単位 台
活

内容説明 児童生徒が使用する教育用コンピュータ台数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

近年、コンピュータの技術進歩は目覚しく、また、法定 標 予　定 2,359 2,415 2,387指標値
耐用年数は４年となっています。コンピュータを効果的 3

実　績 2,359 2,387 －－－に活用するに当たっては、一定の年数ごとに更新が必要

となり、計画的な整備が求められます。また、学校現場 名称 単位
でのＩＣＴ機器を活用した授業改善の推進が求められて 活

内容説明います。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

次期学習指導要領において、「情報活用能力」は「言語能力」とともに「学習の基礎となる資質・能力」と

位置づけられました。「情報活用能力」を育むには、ＩＣＴ環境の整備が不可欠であり、次期学習指導要領

の総則にも必要な環境を整えることが明記されました。次期学習指導要領で求められる「ＩＣＴの環境整備
今後の方針等

」と「教育の情報化」を推進します。

平成２９年度　事務事業評価表
10412

一般会計

事務事業名 教育用コンピュータ整備事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 教育研究所 教育研究担当 竹中　崇

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが個性・能力にあった教育を受けている

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第３０条）

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成14年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校の児童生徒及び教職員 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 239,765 243,591 253,185

人件費 7,440 7,369 7,369

目　的 総事業費 247,205 250,960 260,554

教育の情報化を推進するため、コンピュータ機器等の整 30年度事業費（予算額）財源内訳
備と保守を行います。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・小中学校のコンピュータ教室等に設置した教育用コン その他 0

　ピュータの保守管理を業者に委託します。 一般財源 253,185

・校務用及び教育用コンピュータを教員数や児童生徒  合　計 253,185

  数、及び活用方法により適性な配置、整備を行いま  ３.活動内容
  す。　 名称 保守管理コンピュータ台数 単位 台

活
内容説明 市内市立小中学校保守対象コンピュータ数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 3,454 3,4



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市立小中学校の設置者として、教育環境を整備する責務があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 学校現場の使用状況に沿ったコンピュータ台数の更新計画を進めることにより、教育

の情報化、子どもたちの教育に還元することができます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
必要最低限の保守管理体制をとっているため、事業費、人件費ともに適正な水準であ

ると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：一部見直しが必要である。

受益・負担の公平性
市立小中学校の設置者として、教育用コンピュータを整備する際、教員数、児童生徒

数に対してより公正な教育環境を提供するため、引き続き検討していきます。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
保守及びコンピュータ整備の業務を実施するにあたっては、大和市環境マネジメント

システムの「環境方針」に沿って、環境負荷軽減に向けて取り組みました。
Ａ Ａ Ａ



修講座の開催回数　て小・中学校児童・生徒用の副読本を発刊します。 動

・教育資料・史料を収集・整理し研究を行います。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・特色ある教育活動を、広報紙等で市民に広く周知しま 標 予　定 14 14 14指標値
　す。また、所報等で教育情報を教職員へ周知します。 1

実　績 14 14 －－－成　果（効果･予測）

人格的資質・課題解決力・授業力の３つの観点から研修 名称 調査研究部会開催数 単位 回
講座の充実を図ることにより、教職員の資質・能力、学 活

内容説明 調査研究部会の開催回数校の教育力向上につながります。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 24 24 12指標値
2

実　績 24 24 －－－

名称 副読本発刊部数 単位 部
活

内容説明 小学校及び中学校の社会科副読本の発刊部数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

次期学習指導要領改訂や社会の変化に合わせ、また参加 標 予　定 5,000 4,300 4,300指標値
者のアンケートからニーズを捉えテーマ内容、形態を考 3

実　績 4,300 4,300 －－－えていますが、経験の浅い教職員が増えている現状に対

応し、講師選定、研修形態などについて一層の工夫を図 名称 市民向け情報紙発刊部数 単位 部
ることが必要です。 活

内容説明 市民向け情報紙の発刊部数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 170,000 150,000 150,000指標値
4

実　績 151,000 150,000 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

次期学習指導要領改訂や社会の変化に伴い発生する教育課題の解決につながる研究、研修を進めます。経験

豊富な世代の教員の大量退職に伴い、経験の浅い教員の実践的指導力や教員としての資質、指導力の向上に

結び付く研修を進めます。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9596

一般会計

事務事業名 教育に関する調査研究・研修事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 教育研究所 教育研究担当 竹中　崇

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが夢や目標をもって学んでいる

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第３０条）

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和41年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校教職員（一部保護者・市民に公開） 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 5,238 6,939 6,975

人件費 16,368 14,738 14,738

目　的 総事業費 21,606 21,677 21,713

教職員の資質・指導力向上を図り、様々な教育課題の解 30年度事業費（予算額）財源内訳
決への糸口を探り出すことにより、教職員が教育課題に 国支出金 0

対応できるように図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・教育有識者を招き、様々な教育課題及び専門教科に関 その他 0

　する研修講座を開催します。 一般財源 6,975

・指導担当員及び研究部会講師の提言を受けて、今日的 合　計 6,975

　な教育課題の調査研究を深めます。成果として研究紀 ３.活動内容
　要等を発刊します。 名称 研修講座開催回数 単位 回
・市内各所を取材し、社会科・総合的な学習の教材とし 活

内容説明 教職員の資質・能力向上のための研



めの研修講座の開催数・市立小中学校における情報モラル教育を支援します。 動

・情報教育計画策定のため情報教育プロジェクト委員会 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　、情報教育に関する情報交換の場としてネットワーク 標 予　定 73 43 83指標値
　リーダー会議を開催します。 1

実　績 100 12 －－－成　果（効果･予測）

学校における情報教育の推進及び、情報機器の更なる活 名称 調査研究部会開催数 単位 回
用・実践に繋がります。 活

内容説明 教育の情報化についての調査研究部会の開催数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 12 12 12指標値
2

実　績 11 12 －－－

名称 教育の情報化プロジェクト委員会開催数 単位 回
活

内容説明 教育の情報化プロジェクト委員会の会議開催数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

文部科学省より「教育の情報化加速化プラン」が策定さ 標 予　定 2 2 2指標値
れ、ＩＣＴ機器を手段として積極的に活用していくこと 3

実　績 2 2 －－－が求められており、タブレット型コンピューターや電子

黒板等ＩＣＴ機器を活用した授業改善のための研修の必 名称 ネットワークリーダー会議開催数 単位 回
要があります。 活

内容説明 ネットワークリーダー会議の会議開催数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 3 3 3指標値
4

実　績 3 3 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

次期学習指導要領において「情報活用能力」は「言語能力」とともに「学習の基盤となる資質・能力」と位

置づけられ、「情報活用能力」を育むことが求められていることから、教職員向け研修や調査研究を実施し

ます。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9597

一般会計

事務事業名 情報教育推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 教育研究所 教育研究担当 竹中　崇

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが個性・能力にあった教育を受けている

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第３０条）

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和62年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校教職員 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 8,769 9,591 9,504

人件費 6,324 6,264 5,527

目　的 総事業費 15,093 15,855 15,031

情報教育に関する知識・技能習得の場を提供し、ＩＣＴ 30年度事業費（予算額）財源内訳
機器を活用した授業での指導力向上を図り、教職員が様 国支出金 0

々な情報教育課題に対応できるようにします。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・情報教育有識者及び授業実践者を招き、ＩＣＴ機器を その他 0

　活用した様々な授業実践に関する研修講座の開催や、 一般財源 9,504

　調査研究を行います。 合　計 9,504

・情報教育推進校研究委託は指導講師の提言を受け、学 ３.活動内容
　校をあげて２年間実践研究を行い、２年目に研究の成 名称 研修講座開催数 単位 回
　果を公開授業として発表し、研究紀要も発刊します。 活

内容説明 教職員の資質・能力向上のた



に貸し出すことで、理科・環境教育の実 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　験を伴う授業に役立てます。 標 予　定 144 145 145指標値
1

実　績 144 145 －－－成　果（効果･予測）

多くの学校が、理科実験・環境教育授業実践のために理 名称 廃液回収学校数 単位 校
科・環境教育機器を利用し、子どもの学びに寄り添った 活

内容説明 理科実験等の廃液回収にあたる処理学校数授業改善に役立てられます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 28 28 28指標値
2

実　績 28 28 －－－

名称 理科・環境教育機器総数 単位 台
活

内容説明 理科・環境教育機器の総数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

今日的課題に即し、また、次期学習指導要領を見据えた 標 予　定 149 149 149指標値
理科・環境教育を実践するために、教育現場の状況を把 3

実　績 149 149 －－－握し、実験機器の更新と情報の提供を行っていく必要が

あります。 名称 理科・環境教育機器貸出数 単位 台
活

内容説明 理科・環境教育機器の貸出数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 80 80 80指標値
4

実　績 102 208 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

理科・環境教育の支援のため理科センターの開放や、教職員への聞き取り調査による貸出用実験機器等の更

新を行うとともに、情報提供を継続して行います。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9599

一般会計

事務事業名 理科センター運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 教育研究所 教育研究担当 竹中　崇

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが個性・能力にあった教育を受けている

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第３０条）

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和59年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校教職員 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 168 166 240

人件費 1,860 1,842 1,474

目　的 総事業費 2,028 2,008 1,714

理科・環境教育を中心とした研究・研修の場を提供し、 30年度事業費（予算額）財源内訳
実験を伴う授業等様々な授業の実践を支援します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・教職員に様々な理科・環境教育機器を保管してある実 その他 0

  験室を開放し、理科・環境教育の中で実験を伴う授業 一般財源 240

　研究・研修を行います。また各種研究会に会議室・資 合　計 240

  料室を開放します。 ３.活動内容
・各学校から回収の希望を取り、委託した廃液処理業者 名称 理科センター開放日数 単位 日
　が理科授業等で発生した廃液を回収し処分します。 活

内容説明 理科センターの開放日数・今日的課題に即した理科・環境教育を実践する機器を 動

　整備し、学校



果･予測）

安定したネットワーク運営を行うことができ、市立小中 名称 単位
学校でのコンピュータを活用した情報教育の推進に役立 活

内容説明ちます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

情報技術の進歩に伴い、教職員の校務や授業における教 標 予　定指標値
育ネットワークシステムの活用が増えており、今後も同 3

実　績 －－－システムの負荷が予想されるため、安定して運用してい

くためのセキュリティ強化が必要になります。 名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

学校環境に対応した安全なネットワーク管理を行います。教育ネットワークの更新を行い、よりセキュリテ

ィの強化に努めます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9600

一般会計

事務事業名 教育ネットワーク運用管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 教育研究所 教育研究担当 竹中　崇

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが個性・能力にあった教育を受けている

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第３０条）

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成13年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校・市立病院院内学級・青少年センター教育 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
支援教室・教育委員会 事業費 38,235 59,663 82,640

人件費 8,928 8,843 8,843

目　的 総事業費 47,163 68,506 91,483

教育ネットワークを正常に維持管理することにより、学 30年度事業費（予算額）財源内訳
校間、校内の情報の共有及び情報通信を活用した授業の 国支出金 0

円滑化を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・ネットワークの維持管理及び時代に即したネットワー その他 0

　ク構築を行います。 一般財源 82,640
合　計 82,640

３.活動内容

名称 ネットワーク接続台数 単位 台
活

内容説明 教育ネットワークに接続しているコンピュータ数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 3,454 3,510 3,517指標値
1

実　績 3,454 3,482 －－－成　果（効



値
1

実　績 119 209 －－－成　果（効果･予測）

・学校・家庭・地域が一体となって子どもをはぐくむこ 名称 重点施策進行管理に係る基本計画推進会議開催数 単位 回
　とができます。 活

内容説明 重点施策についての進行管理・より効果的、効率的な施策の推進が可能になり、本市 動

　学校教育の改善充実を図ることができます。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 3 3 3指標値
2

実　績 3 3 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

目標達成に向け、成果指標を活用し、個々の施策の分析 標 予　定指標値
と評価を行い、新たな基本計画策定へ向けて施策の方向 3

実　績 －－－性を整理しながら進行管理をする必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

大和市学校教育基本計画の進行管理を行いながら、新たな基本計画策定に向けて基本目標及び実施計画の見

直しを行います。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
11494

一般会計

事務事業名 大和市学校教育基本計画進行管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 教育研究所 教育研究担当 竹中　崇

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが夢や目標をもって学んでいる

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第３０条）

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成18年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

教育委員会が実施する進行管理事業 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 52 52 135

人件費 2,232 3,685 2,948

目　的 総事業費 2,284 3,737 3,083

基本構想・基本計画・実施計画について、進行状況の把 30年度事業費（予算額）財源内訳
握をし、事業の見直しを図ります。計画の達成をめざす 国支出金 0

ことで、本市学校教育の改善充実を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・毎年度、計画の進行状況を確認します。 その他 0

・大和市学校教育基本計画推進会議を開催し、計画の策 一般財源 135

　定及び進行管理を行います。 合　計 135

・市民と共に教育を語る場として、フォーラムを開催し ３.活動内容
　ます。（青少年相談室・指導室と共催） 名称 教育フォーラム参加者数 単位 人

活
内容説明 教育フォーラムの参加者人数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 100 100 100指標


